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Contention 1
a) 放射能汚染

１.再処理では大量の放射性物質が放出されます。

原水爆禁止日本国民会議05/11/16/止めよう再処理！2005共同行動ニュース
www.gensuikin.org/rokkasho/chirashi/0511.pdf
Q) 工場の運転開始によって、日常的にケタ違いの放射能の放出がはじまります。再処理工場では、原子力発電所から出てくる使用済みの燃料からプルトニウムやウランが取り出されます。燃料棒を数センチに切断した瞬間、燃料棒に閉じこめられていたクリプトン、トリチウム、ヨウ素など気体性の放射能が開放され、高さ 150 メートルの巨大な排気筒から大気中に放出されます。工場内のあらゆる工程から、放射能を含んだ廃液も生み出されます。この廃液には、トリチウム、プルトニウム、ヨウ素などの雑多な放射能が含まれ、六ヶ所の海岸線から沖合 3 キロメートルに設置された海洋放出管の出口から太平洋にたれ流されます。 (UQ
2. それらは１日で原発の１年分といわれています。

山本07/03/18若子/核燃料サイクルに傍観は許されない

http://www.news.janjan.jp/living/0703/0703170837/1.php
六ヶ所村の日本原燃では、昨年３月３１日から実際に使用済み燃料棒を切断し、溶解しプルトニウムを取り出す、再処理アクテイブ試験が行われました。（省略）日本原燃の発表では、昨年１２月６日までに約３３０兆ベクレルの放射性物質が海洋放出されました。原発１基１年分もの放射性物質が、たった１日で放出されてしまう恐ろしい核燃料再処理工場です。
3. 実際に広範囲の人に影響を与えました。
グリーンピース・ジャパン/07/9/29/ロシア・マヤーク再処理工場：核惨事の半世紀

http://www.greenpeace.or.jp/campaign/nuclear/news/mayak
放射能の大量放出は、爆発事故だけではない。マヤーク再処理工場は、50年代半ばまで、高レベル廃液を含む全ての放射性廃液を、近接するテチャ川や湖、人造湖に垂れ流してきた。この垂れ流しによって、川や湖を利用してきた住民に加え、日照りなどで放射能を帯びた土埃が広範囲に飛散したために、公表されているだけでも、166,000人に被害が及んだ

4. 再処理工場があること自体、事故の可能性があり危険です。

日本共産党/06/4/25/新聞赤旗/核燃再処理の試運転/中止求めた運動を無視

http://www.jcp.or.jp/akahata/aik4/2006-04-05/2006040503_01_0.html
Q)海外の再処理工場ではプルトニウムによる臨界（核分裂の連鎖反応）事故、爆発による被ばく事故、廃液漏れ事故などが多発。茨城県東海村の再処理工場でも、一九九七年に爆発・火災事故が発生。放射性物質が施設外に放出され、作業員三十七人が被ばくしました。

六ケ所村の工場でも試験段階ですでに、硝酸溶液漏れや貯蔵プールの水漏れなどトラブルが多発しています。東海村の工場より規模が大きいだけに、事故が起こった場合の影響が懸念されます。(UQ

b) 核拡散

1. 再処理工場ではプルトニウムが作られます。

グリーン･アクション/05/9/14核拡散を進めるも止めるも日本人/注目される被爆国日本の行動/http://www.greenaction-japan.org/uploads/download/050914_GA.pdf
Q) 現在稼働に向けて試験が進められている六ヶ所再処理工場では、年間約８トンのプルトニウムが分離される予定です。これは原爆1000 個分程度が毎年生み出されることを意味します（IAEA の定義）。核兵器を持たない国でこのようなことが行われるのは世界で初めてです。(UQ

2. しかもそのプルトニウムは利用めどが無く溜まる一方です。

田窪/05/10/14/雅文/六ヶ所再処理工場と核拡散/原水爆禁止日本国民会議/
http://kakujoho.net/rokkasho/6kasho2.html#c5
Q) プルトニウムを利用しながら増やすという高速増殖炉計画はもんじゅの事故などで頓挫し、その後出されたプルサーマル計画（プルトニウムを普通の原発で消費するもの）も、データ捏造や原発トラブル隠し、事故などの影響で進んでいない。そもそもプルサーマルは普通のウラン燃料を使った原子炉の運転よりコストが非常に高くつく。原発推進国の多くが再処理をしないで使用済み燃料をそのまま地層処分することに決めている事実がプルトニウム利用の非経済性を物語っている。（最終処分する場所が決まっていないというのは、使用済み燃料の直接処分の場合も、再処理で出てくる高レベル廃棄物その他の廃棄物の場合も同様である。）　日本はすでに約43トン（長崎型５０００発分以上）ものプルトニウムを保有している。利用のめども立たないまま、さらにプルトニウムを作れば、不必要に核拡散の危険を増大させるものとの国際的批判は免れない。(UQ

3. それらは核兵器に転用可能です。

グリーン・アクション/02/再処理 reprocessing

http://www.greenaction-japan.org/modules/japanese/index.php?id=6
Q) トニウムは核兵器の材料になるので分離されたプルトニウムとそれからできたＭＯＸ燃料は厳重に管理しなければなりません。再処理されたプルトニウムは国際原子力機関により「核兵器転用可能な物質」として位置付けられています。(UQ

4. それは核拡散に繋がります。なぜなら他の国もプルトニウム保有してもいいと思うから。
国際核軍縮議員ネットワーク（PNND）韓国支部/06/2/3/六ヶ所核再処理工場稼動と核拡散を憂慮する大韓民国国会議員ステートメントhttp://www18.ocn.ne.jp/~nnaf/78.html
Q) そようなプルトニウムは約 1000個の核爆弾を作ることができる莫大な量であり、北東アジア地域の安定に害になることはもちろん、世界核不拡散体制に深刻な脅威をもたらすと思われ、憂慮の念を禁じ得ない。（省略）第一に、この計画は、国際的な核不拡散努力の根幹を揺すぶることになるだろう。日本の核再処理工場の稼動とそれによるプルトニウムの保有は中国、イラン、北朝鮮などにとってプルトニウム保有に対する強い誘惑と口実を提供するようになるということを認識しなければならない。(UQ

5. 日本は非核国家なのでプルトニウムを持つことは国際的な核拡散に大きな影響があります。

トム・クレメンツ/05/3/22/グリーンピース・インターナショナル上級アドバイザー/日本・世界の核軍縮・核拡散防止プルトニウム拡散の「六ヶ所テスト」を前にして

http://kakujoho.net/npt/tom_0503.html
Q) 六ヶ所は、世界全体にとって核拡散防止面での大きなテストになります。もし、六ヶ所－－核兵器を持っていない国における唯一の商業用再処理工場となる施設－－が、運転を実際に始めれば、核兵器物質の拡散は受け入れられるものであり、ＮＰＴはそれを阻止し損ねたというシグナルになります。これは、この不安定性に満ちた現在の世界に発信すべき信号ではありません。(UQ
6. なので再処理がある限り核軍縮できません。

原水爆禁止日本国民会議/05 2005年5月ＮＰＴ再検討会議に向けて～核軍縮をめぐる課題～/http://www.gensuikin.org/gnskn_nws/0505_3.htm
Q) さらに国内的には青森県六ヶ所村でプルトニウム再処理施設が2007年に稼動開始という核拡散への問題を抱えています。日本政府の非核政策の真価を問うていかない限り、米政権ならびに国際社会での核軍縮・不拡散も達成できないでしょう。(UQ
Contention 2
a) 

1. 放射能浴びると癌や白血病になります。
住田00/9/25健二/日本原子力会長/原子力とどうつきあうか/p70/筑摩出版/
Q) よく言われるように、放射能の特徴はあまりにも小さくて、とても人間の五官では感知できないとされている。それにもかかわらず、これを受けると生態に影響があるといわれ、また、急性症状が出なくても、遅発性といって、後になって白血病やガンなどの影響が現れてくることもあるというので、たとえ微量でもひどく恐れる人がいる。(UQ
2. イングランドで再処理工場により実際に病気になっています。
今中05/3/1哲二/原子力資料情報室/京都大学原子炉実験所/セラフィールド再処理工場からの放射能放出と白血病/http://cnic.jp/modules/smartsection/item.php?itemid=35
Q) セラフィールド再処理工場周辺で子供の白血病が増えていると最初に報じたのは、1983年11月に英国で放送された「ウィンズケール・核の洗濯工場」というテレビドキュメンタリーだった。地元TV局が再処理工場の取材に入ったところ、敷地から３kmほどのところにあるシースケール村で子供の白血病が増えているという話を聞きつけた。シースケール村は人口約2000人で主に再処理工場労働者が住んでいる。テレビ局取材チームは、1956～83年の間に22歳以下の白血病が７件発生していたことを確認した（表１）。その白血病発生率は、イングランド平均の10倍に相当し、テレビ報道は大きなセンセーションを引き起こした。(UQ
3. 六ヶ所再処理工場はイングランドよりも放射量多く、年間で1万5000人が死にます。
桐生08/04/10広人/六ヶ所再処理工場営業運転の危険（１）放射能で世界の１万５千人がガンで死亡かhttp://www.news.janjan.jp/living/0804/0804090544/1.php
Q) 六ヶ所再処理工場からの放射能の放出量が多いのは、英仏の２工場に比べてより高い燃焼度の使用済み核燃料を再処理することになるからだという。（省略）計算の結果、本格的な営業運転を始めた場合の六ヶ所再処理工場による地球全体の年間推定集団線量は、７４００人・Ｓｖ（シーベルト）であるという。これにガン死リスク係数（ＩＣＲＰ＝国際放射線防護委員会による係数では１Ｓｖあたり５％としている）を当てはめると六ヶ所再処理工場が放出する放射能により、毎年、世界で約３７０人がガンで死亡することになる。　工場が４０年の予定操業期間をフル稼働するとしたら、その間の累積集団線量は２９万６０００人・Ｓｖとなり、世界でおよそ１万５０００人が将来、ガンで亡くなると計算された。（UQ
b) 

1. 核拡散は核による被害のリスクを高めます。

田窪06/3/1雅文/六ヶ所再処理工場と日本の核武装──六ヶ所は非核三原則に違反？

http://kakujoho.net/rokkasho/pk_nea.html
Q) ウラン濃縮と再処理という「燃料サイクルのもっとも機微な部分を何十もの国が開発し、短期間で核兵器を作るテクノロジーを持ってしまえば、核不拡散体制は維持することができなくなる。そして、もちろん、一つの国がそのような道を進めば、他の国も、自分たちも同じことをしなければと考えてしまう。そうなればあらゆるリスク──核事故、核の違法取り引き、テロリストによる使用、そして、国家自体による使用のリスク──が高まることになる。」(UQ
2. 核で多くの人が犠牲になります。

日本共産党08/8/6/しんぶん赤旗/広島・長崎６３年今こそ核固執勢力包囲して

http://www.jcp.or.jp/akahata/aik07/2008-08-06/2008080602_01_0.html
Q) たった一発の原爆が、放射線と熱風、爆風となっておそいかかり、都市を丸ごと火の海にして、広島市で十四万人以上、長崎市で七万人以上（いずれも同年末までの推計）の人命を奪いました。生き残った人や原爆投下後に捜索や救援のために入市した人も、放射線などの被害に苦しめられ、いまなお多くの人々が、入院や治療を余儀なくされています。(UQ

Plan
日本政府は核燃料の再処理を放棄すべきである。

1. 核燃料再処理を一切禁止します。
2. 研究、開発も禁止します。

3. 現在ある再処理工場は解体します。

4. 必要な処置は採られます。

Contention3
a) 

1. 再処理がなされないので放射能汚染を防げます。

2. 再処理工場はロボットなどで安全に解体できます。実験で実証済みです。
原子力委員会/00/6/平成１０年版 原子力白書/第２章　国内外の原子力開発利用の状況

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/hakusho10/siryo2092.htm
廃止措置に係る技術開発については、日本原子力研究所においてＪＰＤＲ（電気出力：約３万KW相当）の解体実地試験を1986年度から実施し、1996年３月には全ての地上構造物が撤去され、試験が終了した。これにより、解体前に各部分の放射性物質の濃度を測定・評価する技術、解体作業従事者の被ばくを防ぐ遠隔ロボットによる解体技術、安全に解体作業を行う最適な手順を評価するシステムの開発、実証などの大きな成果が得られており、今後の商業用発電炉の解体への活用が期待されている。
b) 

1. 再処理廃止により核軍縮します。１つ目の理由は実際に世界中の人たちは再処理廃止を求めているからです。
参与連帯/05/12/15/六ヶ所再処理計画撤回の韓国共同声明
http://kakujoho.net/rokkasho/k_js.html
Q)日本政府は平和を望む自国国民は勿論、北東アジアと世界の市民たちが発している憂慮の声に真剣に耳を傾けて六ヶ所村核再処理工場の稼動計画を直ちに撤回しなければならない。日本政府が本当に北東アジア平和と世界平和に貢献しようとするなら、恐ろしい核爆弾の原料を大量に生産する計画を直ちに撤回しなければならない(UQ
2. 2つ目の理由は日本は核軍縮に対しリーダーシップを取れ、核を持つべきではないというメッセージを送れるからです。
トム・クレメンツ/05/3/22/グリーンピース・インターナショナル上級アドバイザー/日本・世界の核軍縮・核拡散防止プルトニウム拡散の「六ヶ所テスト」を前にして

http://kakujoho.net/npt/tom_0503.html
Q) 日本は、軍縮のための積極的活動を続ける一方で、核兵器用物質のない世界に向かう道でも先頭に立つことのできる素晴らしい位置にあることは明らかです。包括的核分裂性物質禁止条約－－核兵器という目印がついているものだけでなく、核兵器に利用可能な物質全てを含む条約－－を日本が呼びかければ、国際的に言って大きな重要性を持つものとなるでしょう。政治的意志が欠けており、プルトニウム産業の圧力が大きい現在にあって、世界は、プルトニウムの拡散を止める強いリーダーシップを必要としています。日本は範を垂れることによって先導するという素晴らしい機会を持っています。そして、その範は、六ヶ所再処理工場の運転開始計画を停止することによって示すことができます。このゴールは、市民、政治家、そして国際的社会の圧力によって達成することができるものです。(UQ
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